
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 11,406,888 流動負債 7,546,300

現金及び預金 165,576 工事未払金 2,297,226

受取手形 98,106 買掛金 1,459,893

電子記録債権 107,635 関係会社短期借入金 1,461,152

完成工事未収入金 2,495,092 リース債務 946,592

売掛金 2,687,783 未払金 149,945

未成工事支出金 18,207 未払費用 139,549

商品 145,500 未払法人税等 484,045

材料貯蔵品 80,820 未成工事受入金 292,645

前払費用 346,321 預り金 17,798

関係会社預け金 4,857,622 役員賞与引当金 65,700

未収消費税等 208,130 賞与引当金 194,110

その他 239,887 その他 37,640

貸倒引当金 △ 43,797 固定負債 21,076,234

固定資産 25,115,410 関係会社長期借入金 5,169,215

有形固定資産 19,554,786 リース債務 14,909,539

建物 69,847 退職給付引当金 192,126

減価償却累計額 △ 15,193 資産除去債務 782,529

構築物 34,384 その他 22,822

減価償却累計額 △ 22,989

機械装置 6,165,389 負 債 合 計 28,622,534

減価償却累計額 △ 2,295,282 （純資産の部）

工具器具備品 107,152 株主資本 7,899,763

減価償却累計額 △ 77,806 資本金 50,000

土地 353,874 利益剰余金 7,849,763

リース資産 17,461,128 利益準備金 12,500

減価償却累計額 △ 2,479,628 その他利益剰余金 7,837,263

建設仮勘定 253,910 繰越利益剰余金 7,837,263

無形固定資産 4,537,270

借地権 101,715

太陽光発電事業権 4,423,157

その他 12,397

投資その他の資産 1,023,352

長期前払費用 559,044

繰延税金資産 317,982

その他 155,376

貸倒引当金 △ 9,050 純 資 産 合 計 7,899,763

資 産 合 計 36,522,298 負 債 ・ 純 資 産 合 計 36,522,298

貸借対照表

（　2021年3月31日現在　)



損益計算書

（　自　2020年４月１日　至　2021年3月31日　)

（単位：千円）

科目 金額

売上高 28,721,003

完成工事高 9,547,416

その他の売上高 19,173,586

売上原価 23,790,707

完成工事原価 8,284,523

その他の売上原価 15,506,183

売上総利益 4,930,295

販売費及び一般管理費 1,611,114

営業利益 3,319,181

営業外収益

受取利息及び配当金 612

受取保険金 32,961

違約金収入 2,827

その他の営業外収益 18,605 55,006

営業外費用

支払利息 448,230

災害復旧費用 15,259

その他の営業外費用 19,092 482,582

経常利益 2,891,605

特別利益

災害に伴う受取保険金 125,791

その他の特別利益 2,430 128,222

特別損失

固定資産売却損 2,416

固定資産除却損 782

新型コロナウイルス感染症による損失 9,806

災害による損失 9,650 22,655

税引前当期純利益 2,997,171

法人税、住民税及び事業税 1,075,936

法人税等調整額 △ 3,812 1,072,124

当期純利益 1,925,047



（単位：千円）

株主資本

純資産

資本金 利益 その他の利益剰余金 利益 株主 合計

準備金 剰余金 資本

繰越利益剰余金 合計 合計

　2020年４月１日 残高 50,000 12,500 6,592,342 6,604,842 6,654,842 6,654,842

事業年度中の変動額

　　剰余金の配当 △ 680,126 △ 680,126 △ 680,126 △ 680,126

　　当期純利益 1,925,047 1,925,047 1,925,047 1,925,047

事業年度中の変動額合計 1,244,921 1,244,921 1,244,921 1,244,921

　2021年3月31日 残高 50,000 12,500 7,837,263 7,849,763 7,899,763 7,899,763

利益剰余金

株主資本等変動計算書

（　自　2020年４月１日　至　2021年3月31日　)



個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

　未成工事支出金、商品、材料貯蔵品 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

(2)　固定資産の減価償却の方法

　①有形固定資産 定率法

　　（リース資産を除く） 但し、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　②無形固定資産 定額法

　　（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

　③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)　引当金の計上基準

　①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

　　 については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　②役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　③賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、従業員の一部については、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。

イ． 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

ロ． 数理差異上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年度に一括処理しております。

(4)　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

　②その他の工事 工事完成基準

(5)　その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度より適用し、会計上の見積りに

関する注記を開示しております。 

３．会計上の見積りに関する注記

(1)　工事進行基準の適用

　①当事業年度の計算書類に計上した額

　　工事進行基準の適用による完成工事高（竣工済みの工事を除く）　4,128,468千円



　②計算書類利用者の理解に資する情報

イ．算出方法

　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（進捗度の見積りは原価比例法）

　　を適用しております。

　　工事進行基準による収益は、工事進捗度に基づき測定され、進捗度は工事の総原価見積額に対する当事業年度末までの発生

　　原価の割合に基づき算定しております。

ロ．翌事業年度の計算書類に与える影響

　　工事原価総額の見積りは、工事の進行途上における工事契約の変更、悪天候による施工の遅延、建設資材単価や労務単価等に

　　ついて著しい変動はないものと仮定して作成しております。

　　これらの仮定が施工条件の変更や調達価格の変化等によって見直された場合には、工事原価総額の見積りが変更され翌事業年度

　　の完成工事高に影響を与える可能性があります。 

４．貸借対照表に関する注記

(1)　受取手形裏書譲渡高 千円

(2)　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記したものを除く）

　①短期金銭債権 千円

　②短期金銭債務 千円

５．損益計算書に関する注記

(1)関係会社との取引高

　①売上高 千円

　②営業費用 千円

　③営業取引以外の取引高 千円

(2)災害に伴う受取保険金及び災害による損失

　災害による損失の9,650千円は、台風19号によるメガソーラー施工現場の一部水没等の被害の復旧に係る工事費用であります。

　また災害に伴う受取保険金125,791千円は、この被害による保険金であります。

６．株主資本等変動計算書に関する注記

(1)　当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

　　普通株式 1,000 株

(2)　事業年度末における自己株式の種類及び数 該当なし

(3)　剰余金の配当

　①配当金支払額

　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

効力発生日

2021年6月24日

定時株主総会
普通株式 577,514

利益

剰余金
577,514.22 2021年3月31日 2021年6月25日

（決議予定） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

配当の

原資

１株当たり配当額

（円）
基準日

効力発生日

2020年6月24日

定時株主総会
普通株式 680,126

利益

剰余金
680,126.10 2020年3月31日 2020年6月25日

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

配当の

原資

１株当たり配当額

（円）
基準日

168,073

5,113,635

1,474,745

3,610,212

972,734

30,574



７．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　繰延税金資産

資産除去債務 千円

賞与引当金

退職給付引当金

未払事業税

貸倒引当金

工事負担金償却超過額

その他

繰延税金資産合計 千円

　　　繰延税金負債

資産除去債務に対応する資産 千円

その他

繰延税金負債合計 千円

　　繰延税金資産の純額 千円

８．金融商品に関する注記

(1)　金融商品の状況に関する事項

　①金融商品に対する取り組み方針

　　当社は、資金運用については、流動性を重視し、短期的な預金等に限定しており、資金調達については親会社からの借入による方針で

    あります。

　②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　　営業債権である受取手形・売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されており、管理部門を中心に回収状況をモニタリングし、

　　　取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　　　営業債務である買掛金および未払金ならびに未払法人税等は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　　　関係会社長期借入金の使途は設備投資資金であり、固定金利での調達を基本としております。

(2)　金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

(1)　現金及び預金

(2)　受取手形・売掛金等

貸倒引当金（＊）

(3)　関係会社預け金

(4)　買掛金等

(5)　関係会社短期借入金

(6)　未払金

(7)　未払法人税等

(8)　リース債務

(9)　関係会社長期借入金

（＊） 受取手形・売掛金等については貸倒引当金を控除しております。

5,169,215 5,171,576 2,360

負債計 26,877,610 27,164,962 287,351

484,045 484,045   －   

15,856,131 16,125,786 269,654

1,461,152 1,476,489 15,336

149,945 149,945   －   

資産計 10,369,435 10,369,435   －   

3,757,119 3,757,119   －   

5,346,236 5,346,236   －   

4,857,622 4,857,622   －   

5,388,617

△ 42,381

貸借対照表計上額 時価 差額

165,576 165,576   －   

67,692

537,366

△ 180,175

△ 39,209

△ 219,384

317,982

219,110

54,351

53,796

44,185

14,724

83,505



（注）金融商品の時価の算定方法

　　資産

　　(1)現金及び預金、(2)受取手形・売掛金等、(3)関係会社預け金

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

　　負債

　　(4)買掛金等、(6)未払金、(7)未払法人税等

　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

　　(8)リース債務

　　　リース債務の時価は、契約期間に基づいて算出した将来キャッシュ・フローを国債利回りの平均に、

　　　信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により、算定する方法によっております。

　　(5)関係会社短期借入金、(9)関係会社長期借入金

　　　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

９．関連当事者との取引に関する注記

親会社 （単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。

　　　取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

注2）ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）への預け入れについては、市場金利を勘案して合理的に決定しております。取引金額には、

　　　事業年度中のＣＭＳによる平均残高を記載しております。

注3）資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間１０年又は１５年、３ヶ月

　　　賦返済としております。なお、担保は提供しておりません。

借入金の返済 1,322,877 支払利息 18,756

(注3)資金の借入 8,772,600

関係会社

短期借入金
1,461,152

関係会社

長期借入金
5,169,215

(注1)太陽光発電設

備設置工事等の請

負

1,097,348
完成工事

未収入金
15,732

(注2)ＣＭＳへの

預け入れ
4,509,123

関係会社

預け金
4,857,622

科目 期末残高

親会社
大和ハウス工業

株式会社

被所有

直接

100％

設備機器等の販売

工事の請負

資金の預け入れ

資金の借り入れ

役員の兼任３人

　(注1)設備機器・

省施工材料および電

気・井水の販売

2,512,864 売掛金 239,892

種類 会社等の名称
議決権の所有

（被所有）割合
関係内容 取引の内容 取引金額



10．１株当たり情報に関する注記

(1)　１株当たり純資産額 7,899,763円99銭

(2)　１株当たり当期純利益 1,925,047円37銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

12. その他注記

記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。


